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1. 事業環境の変化 
「2023 年、事業者にとって影響を及ぼす様々な外部環境の変化が⽣じている。これらの

外環境の変化は新たなビジネスチャンスをもたらす可能性を秘めているものの、多くの事

業者にとっては既存事業の⾒直しを迫られる重要な課題となっている。 

 新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響は依然としてビジネスに影響を及ぼし

ており、テレワークの普及や消費⾏動の変化は、もはやビジネスの前提条件となっている。

これまで対⾯でのビジネスが主軸だった企業は、新たな顧客獲得⽅法の確⽴が求められて

いる。またロシアのウクライナ侵攻によるサプライチェーンの混乱に端を発し、世界各国で

資源不⾜が⽣じインフレが加速している。世界的なインフレに円安の加速も加わり、⽇本に

おいては輸⼊品を中⼼とした物価⾼騰、特に燃料・光熱費の急激な上昇が⽣じている。 

第２章以降の分析に先⽴ち、この章では、こうした外部環境について実際にどの程度の変

化が⽣じているのか、データを元に確認していく。 

 

1.1 新型コロナウイルス感染症による影響 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の蔓延により、2020 年から 2021 年にかけ 4

度にわたる緊急事態宣⾔によって⾏動が制限される事態となった。その結果、⼈々のライフ

スタイルが⼤きく変化し、市街地における⼈の流れが⼤幅に減少した。その後、⼀進⼀退が

続き 2023 年 5 ⽉、5類への移⾏に伴い形の上では終息を迎えている。 

しかしながら、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の蔓延をきっかけに急速に普及

したテレワークやネット消費の拡⼤により、物販を中⼼にマーケットが実店舗からネット

上へとシフトしている。⼀⽅で旅⾏や宿泊など⼈の移動を前提とするサービスは新型コロ

ナウイルス感染症（COVID-19）の蔓延により急激に落ち込み、未だ回復の途上にある。 

本項では、こうした影響がどの程度のものか、データを元に確認していく。 
 

  



4／55 
 

1.1.1 テレワーカーの割合 

2020 年（令和 2 年）から 2021 年（令和 3 年）にかけて急上昇していた⾸

都圏のテレワーカーの割合が 2022 年（令和 4 年）では減少に転じている 
 

図表 1-1-1 雇⽤型テレワーカー割合の推移 

出典︓ 国⼟交通省 令和４年「テレワーク⼈⼝実態調査」 

 

図表 1-1-1 は雇⽤型テレワーカー割合の推移を⽰したものである。全国的に新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）の蔓延を機にテレワーカーが急増しており、令和３年（2021

年）のピーク時には全国で 27%、⾸都圏（東京都、埼⽟県、千葉県、神奈川県）において

は 42.1％に達している。令和 4 年（2022 年）に⼊って減少傾向が⾒られるものの、テレ

ワークという働き⽅は、既に世の中に認知され定着していると思われる。 

 

https://www.mlit.go.jp/report/press/content/001598357.pdf
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1.1.2 ネット市場規模の推移 

2020 年（令和 2 年）から物販系分野の市場規模における増加の割合が加速

された⼀⽅、サービス分野の市場規模は⼤幅に減少し依然回復できていない 
 

図表 1-1-2 BtoC-EC 市場規模の経年推移（単位︓億円） 

出典︓ 経済産業省 令和４年度 電⼦商取引に関する市場調査 

 

図表 1-1-2 は BtoC-EC 市場規模の経年推移を⽰したものである。新型コロナウイルス感

染症（COVID-19）の蔓延を機に物販系分野の市場規模における増加の割合が加速された⼀

⽅、サービス分野の市場規模は⼤幅に減少し依然回復できていない。 

物販を中⼼にネット市場が拡⼤し続けているという消費⾏動の変化は、もはやビジネス

の前提条件となっている。これまで対⾯でのビジネスが主軸だった企業は、新たな顧客獲得

⽅法の確⽴が求められると⾔える。 

なお⼤幅に市場が減少したサービス分野の代表格として旅⾏サービスが挙げられるが、

2022 年には観光需要喚起策などの影響もあり、市場が回復の兆しを⾒せている。とは⾔え、

2022 年の 1世帯あたりの「宿泊費・パック旅⾏費」の年間平均⽀出は 36,080円と 2019

年の 62,303円と⽐べ 42.1%の減少に留まっている。またリモートワークによる働き⽅が

進む中で、ワーケーションの宿泊需要が増加しており、旅⾏サービス事業者はWiFiやワー

クデスクの有無を検索フィルタに導⼊し消費者の需要に応えるなどの動きも始まっている。 

 

https://www.meti.go.jp/press/2023/08/20230831002/20230831002-1.pdf
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1.2 物価⾼騰による影響 
新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の影響が峠を越える中、ロシアのウクライナ侵

攻によるサプライチェーンの混乱に端を発した資源不⾜により、世界各国でインフレが加

速している。世界的なインフレに円安の加速も加わり、⽇本においては輸⼊品を中⼼とした

物価⾼騰、特に燃料・光熱費の急激な上昇が⽣じている。 

本節では、2020 年を基準とした物価に関する変化について、e-Stat（政府統計ポータル

サイト）、中⼩企業⽩書（2023 年版）のデータを⽤いて整理を⾏なった。 

  

1.2.1 消費者物価指数の変化 

2019 年から 2021 年にかけて安定していた消費者物価指数が 2022 年の年

初から 12 ⽉にかけて 104（2020 年⽐）に急上昇している 
 

図表 1-2-1 消費者物価指数の推移 

 

出典︓ 2022 年（令和４年）平均消費者物価指数の動向（e-Stat） 

 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200573&tstat=000001150147&cycle=7&year=20220&month=0&tclass1=000001150150&result_back=1&tclass2val=0
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図表 1-2-2 総合指数の動き 

出典︓ 2022 年（令和４年）平均消費者物価指数の動向（e-Stat） 

 

図表 1-2-3 光熱・⽔道の消費者物価指数の推移 

出典︓ 2022 年（令和４年）平均消費者物価指数の動向（e-Stat） 

 

「図表 1-2-1 消費者物価指数の推移」および「図表 1-2-2総合指数の動き」から、2019

年から 2021 年にかけて安定していた消費者物価指数が、2022 年の年初から 12 ⽉にかけ

て 104（2020 年⽐）に急上昇している様⼦が⾒てとれる。また「図表 1-2-3 光熱・⽔道

の消費者物価指数の推移」からは、光熱・⽔道の消費者物価指数が 2022 年に 117（2020

年⽐）にまで急上昇している様⼦が⾒てとれる。 

 

https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200573&tstat=000001150147&cycle=7&year=20220&month=0&tclass1=000001150150&result_back=1&tclass2val=0
https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200573&tstat=000001150147&cycle=7&year=20220&month=0&tclass1=000001150150&result_back=1&tclass2val=0
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1.2.2 原材料・資源価格の⾼騰による企業業績への影響 

原材料・資源価格が業績（経常利益）にマイナスである割合が、2020 年か

ら 2022 年にかけて、約 40%から約 65%にまで急増している 
 

図表 1-2-4 原材料・資源価格の⾼騰による企業業績への影響 

出典︓2023 年版「中⼩企業⽩書」 

 

「図表 1-2-4 原材料・資源価格の⾼騰による企業業績への影響」から、原材料・資源価

格が業績（経常利益）にマイナス（マイナス＋⼤いにマイナス）である割合が、2020 年か

ら 2022 年にかけて、約 40%から約 65%にまで急増している様⼦が⾒てとれる。売上で

みた場合、マイナス（マイナス＋⼤いにマイナス）である割合は、約 30%（2020 年）か

ら 45%の変化であり、経常利益への影響がより強く表れている。これは企業努⼒で売上を

上昇させてもコスト増を賄いきれず、減収を余儀なくされているものと思われる。  

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2023/PDF/chusho.html
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2. 町⽥市における⼈の流れ 
第１章では町⽥市を取り巻く外部環境の変化についてデータを元に確認を⾏なった。続

く第２章では、こうした外部環境の変化によって町⽥市における⼈の流れがどう変化して

いるのか、データを元に確認する。 

第 1章では、新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の蔓延をきっかけに、テレワーク

の定着やネット販売の増加などライフスタイルの変化が現れていること、また世界的なイ

ンフレに円安の加速も加わり、⽇本においては輸⼊品を中⼼とした物価⾼騰、特に燃料・光

熱費の急激な上昇が⽣じていることを確認した。 

続く第 2章（第 2.1節および第 2.2節）では、こうした外部環境の変化によって町⽥駅

周辺における⼈の流れがどう変化しているのか、RESAS1（まちづくりマップ｜流動⼈⼝メ

ッシュ）のデータを元に確認する。なお第 2.1 節および第 2.2 節では⽐較のために⽴川駅

周辺と⼋王⼦駅周辺のデータを併せて取得している。それぞれの地域においてデータを取

得したエリアを以下に⽰す。なおエリアの⼤きさは、それぞれ 1,000m 四⽅（⼈流が多い

500m四⽅のブロックを 4つ分）となっている。 

 

[ 町⽥市（町⽥駅周辺）]  

注）左︓RESAS画⾯、右︓Google マップ画⾯  

 
1 RESAS︓経済産業省と内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局が提供する、

地域経済分析システム。本調査（流動⼈⼝メッシュ）の最新データは 2023 年 5 ⽉。 

https://resas.go.jp/tourism-mesh/#/map/13/13209/1/2023/5/-/1/1/1/0/0.0/12.714245517666122/35.55103675443719/139.4648901571427/13209/0
https://resas.go.jp/tourism-mesh/#/map/13/13209/1/2023/5/-/1/1/1/0/0.0/12.714245517666122/35.55103675443719/139.4648901571427/13209/0
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[ ⽴川市（⽴川駅周辺）]  

注）左︓RESAS画⾯、右︓Google マップ画⾯  

[ ⼋王⼦市（⼋王⼦駅周辺）] 

注）左︓RESAS画⾯、右︓Google マップ画⾯  

 

  



11／55 
 

2.1 ⽉別の⼈の流れ（流動⼈⼝） 
この節では RESAS（まちづくりマップ｜流動⼈⼝メッシュ）のデータを⽤い、⼈の流れ

（流動⼈⼝）を「⽉別」に分析し、地域ごとの特徴を⾒出すことを⽬的としている。なお、

本調査時点における流動⼈⼝メッシュのデータは、2023 年 5 ⽉までのものである。 

 

[ 第 2.1節の概要 ] 

第 2.1節では町⽥駅周辺（第 2.1.1項）、⽴川駅周辺（第 2.1.2項）、⼋王⼦駅周辺（第

2.1.3項）における⽉別の⼈の流れを分析し、以下の結果を得た。 

・2023 年 5 ⽉まで新型コロナウイルス感染症の影響を受けた状態が続いている 

・図表 2-1(a)に⽰す様に新型コロナウイルス感染症が⼈流への影響は 19%〜28%程度 

・図表 2-1(b)に⽰す様に町⽥駅周辺は休⽇の⽅が平⽇に⽐べて⼈の流れが多い 

・⼀⽅、⽴川駅周辺と⼋王⼦駅周辺は平⽇の⽅が休⽇よりも⼈の流れが多い 

・平⽇よりも休⽇の⽅が新型コロナウイルス感染症の影響が多い 

・休⽇に⼈流の多い町⽥駅周辺は、休⽇の⼈流増加割合が半減（10.9%->5.1%） 

図表 2-1(a)  

注 1）A 列および B 列の数字は期間の平均値 

注 2）2023 年のデータは 5 ⽉まで 

図表 2-1(b) 

A︓コロナ蔓延前
2014年-2019年

B︓コロナ蔓延後
2020年-2023年

A-B (A-B)/A

町⽥駅周辺（平⽇） 29,271 23,662 5,609 19.2%

⽴川駅周辺（平⽇） 36,038 26,046 9,991 27.7%

⼋王⼦駅周辺（平⽇） 30,611 24,172 6,439 21.0%

町⽥駅周辺（休⽇） 32,472 24,873 7,599 23.4%

⽴川駅周辺（休⽇） 33,561 24,026 9,535 28.4%

⼋王⼦駅周辺（休⽇） 29,353 22,866 6,487 22.1%

A︓コロナ蔓延前
の休⽇増加数
2014年-2019年

B︓コロナ蔓延後
の休⽇増加数
2020年-2023年

コロナ蔓延前
の休⽇増加率

コロナ蔓延後
の休⽇増加率

町⽥駅周辺（休⽇-平⽇） 3,201 1,211 10.9% 5.1%

⽴川駅周辺（休⽇-平⽇） -2476 -2020 -6.9% -7.8%

⼋王⼦駅周辺（休⽇-平⽇） -1258 -1306 -4.1% -5.4%
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2.1.1 町⽥駅周辺における⽉別の⼈の流れ 

2019 年まで休⽇の流動⼈⼝は平⽇に⽐べ約 3,200 ⼈（32,500-29,300）多

かった。新型コロナウイルス感染症の影響により⼈の流れが⼤きく（平⽇

5,600 ⼈、休⽇ 7,600 ⼈）減少し 2023 年 5 ⽉まで回復していない 
 

図表 2-1-1(a) ⽉別の⼈の流れ（町⽥駅周辺︓平⽇） 

 

図表 2-1-1(b) ⽉別の⼈の流れ（町⽥駅周辺︓休⽇） 

 

町⽥駅周辺は 2019 年まで休⽇の流動⼈⼝が平⽇に⽐べ約 3,200 ⼈上回っていたが、新

型コロナウイルス感染症の影響により、2020 年 4 ⽉をボトムに⼤きく（平⽇ 5,600 ⼈、

休⽇ 7,600 ⼈）約 7,600 ⼈減少し 2023 年に⼊っても回復していない。町⽥駅周辺は平⽇

よりも休⽇に⼈が集まり易い特徴が⾒られ、プライベート⽬的の⼈流が多いと思われる。 

約 32,500 ⼈ 

約 24,900 ⼈ 
（- 7,600 ⼈） 

約 29,300 ⼈ 
約 23,700 ⼈ 

（- 5,600 ⼈） 
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2.1.2 ⽴川駅周辺における⽉別の⼈の流れ 

2019 年まで平⽇の流動⼈⼝は休⽇に⽐べ約 2,400 ⼈（36,000-33,600）多

かった。新型コロナウイルス感染症の影響により⼤きく（平⽇ 10,000 ⼈、

休⽇ 9,500 ⼈）減少したまま回復していない 
 

図表 2-1-2(a) ⽉別の⼈の流れ（⽴川駅周辺︓平⽇） 

 

図表 2-1-2(b) ⽉別の⼈の流れ（⽴川駅周辺︓休⽇） 

 

⽴川駅周辺は 2019 年まで平⽇の流動⼈⼝が休⽇に⽐べ約 2,500 ⼈多かったが、新型コ

ロナウイルス感染症の影響により⼤きく（平⽇ 10,000 ⼈、休⽇ 9,500 ⼈）減少したまま

回復していない。平⽇の⼈の流れが休⽇よりも多いという特徴は、ビジネス関係の⼈の流れ

が多く、テレワークの普及などの影響を受け易いものと推測される。 

約 36,000 ⼈ 

約 26,000 ⼈ 
（- 10,000 ⼈） 

約 33,600 ⼈ 

約 24,000 ⼈ 
（- 9,500 ⼈） 
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2.1.3 ⼋王⼦駅周辺における⽉別の⼈の流れ 

2019 年まで平⽇の流動⼈⼝は休⽇に⽐べ約 1,200 ⼈（30,600-29,400）多

かった。新型コロナウイルス感染症の影響により⼤きく（平⽇ 64,000 ⼈、

休⽇ 6,500 ⼈）減少したまま回復していない 
 

図表 2-1-3(a) ⽉別の⼈の流れ（⼋王⼦駅周辺︓平⽇） 

 

図表 2-1-3(b) ⽉別の⼈の流れ（⼋王⼦駅周辺︓休⽇） 

 

⼋王⼦駅周辺は 2019 年まで平⽇の流動⼈⼝が休⽇に⽐べ約 1,200 ⼈多かったが、新型

コロナウイルス感染症の影響により⼤きく（平⽇ 64,000 ⼈、休⽇ 6,500 ⼈）減少したま

ま回復していない。⼋王⼦駅も平⽇の⼈の流れが休⽇よりも多いが⽴川駅ほど顕著な差は

⾒られず、町⽥駅周辺と⽴川駅周辺の中間的な特徴を持っている。 

約 30,600 ⼈ 

約 24,200 ⼈ 
（- 6,400 ⼈） 

約 29,400 ⼈ 

約 22,900 ⼈ 
（- 6,500 ⼈） 
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2.2 時間帯別の⼈の流れ（流動⼈⼝） 
この節では RESAS（まちづくりマップ｜流動⼈⼝メッシュ）のデータを⽤い、⼈の流れ

（流動⼈⼝）を「時間帯別」に分析し、地域ごとの特徴を⾒出すことを⽬的としている。 

 

[ 第 2.2節の概要 ] 

第 2.2節では、時間帯別の⼈の流れ（第 2.2.1項）、⼣刻のピーク（第 2.2.2項）、休⽇

の誘引⼒（第 2.2.3項）について分析を⾏い、以下の結果を得た。 

・2014 年時点では、いずれの地域においても平⽇に「⼣刻のピーク」が⾒られる 

・⽴川駅周辺 2015 年の時点で「⼣刻のピーク」が⾒られなくなっている 

・⼋王⼦駅周辺 2016 年の時点で「⼣刻のピーク」が⾒られなくなっている 

・町⽥駅周辺では 2019 年の時点で「⼣刻のピーク」が⾒られなくなっている 

・いずれの地域においても休⽇には「⼣刻のピーク」が⾒られない 

・いずれの地域でも、平⽇の昼間のピークは 12 時から 13 時 

・休⽇の昼間のピークは 14 時から 15 時（平⽇⽐で 2 時間程度後ろにずれている） 

・町⽥駅周辺は、⽴川駅周辺や⼋王⼦駅周辺と⽐較し、休⽇の誘引⼒が強い 

[ 解説︓⼣刻のピークとは ] 

⽇中のピーク（12 時〜13 時）よりも⼣刻（18 時〜20 時）に⼈の流れが増える現象。仕

事帰りの⼈々が駅周辺の店舗に⽴ち寄り、買い物や飲⾷、娯楽などで時間を費やしているこ

とによるものと推測される。 
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2.2.1 時間帯別の⼈の流れ 

2014 年時点では、いずれの地域においても平⽇に「⼣刻のピーク」が表れ

ているが、年を追うごとに「⼣刻のピーク」が⾒られなくなっている 
 

図表 2-2-1(a) 時間帯別の⼈の流れ（6 ⽉｜平⽇） 

注）2023 年は 5 ⽉ 
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図表 2-2-1(b) 時間帯別の⼈の流れ（6 ⽉｜休⽇） 

 

図表 2-2-1(a)に於いて、2014 年 6 ⽉（平⽇）のグラフを⾒ると、町⽥駅周辺、⽴川駅

周辺、⼋王⼦駅周辺のいずれにおいても「⼣刻のピーク」が⾒られている。図表 2-2-1(b)

は休⽇のグラフだが、いずれにおいても「⼣刻のピーク」は⾒られていない。また、平⽇と

休⽇を⽐較すると、昼間のピークは平⽇が 12 時から 13 時に対し、休⽇は 14 時から 15 時

と 2 時間程度後ろにずれていることが分かる。「⼣刻のピーク」については、次の第 2.2.2

節で詳しく⾒ていく。 

注）2023 年は 5 ⽉ 
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2.2.2 ⼣刻のピーク 

2014 年 6 ⽉の平⽇には、いずれの地域に於いても、⽇中のピーク（12 時か

ら 13 時）より⼈の流れが増える「⼣刻のピーク」が現れていた。しかし、

⽴川駅周辺、⼋王⼦駅周辺、町⽥駅周辺の順に徐々に消えてゆき、新型コロ

ナウイルスが蔓延する前の 2019 年 6 ⽉時点には全地域で消失している 
 

図表 2-2-2 ⼣刻のピーク（2014 年 6 ⽉｜平⽇） 

 

図表 2-2-2 のグラフは 2014 年 6 ⽉（平⽇）の時間帯別の⼈の流れを表している。この

グラフを⾒ると、町⽥駅周辺、⽴川駅周辺、⼋王⼦駅周辺のいずれの地域に於いて、⽇中の

ピーク（12 時から 13 時）より⼈の流れが増える「⼣刻のピーク」が現れている。 

この現象は仕事帰りの⼈々が駅周辺の店舗に⽴ち寄り、買い物や飲⾷、娯楽などで時間を

費やしていることによるものと推測される。 

しかしながらこの現象は徐々に薄れ、⽴川駅周辺では 2015 年 6 ⽉、⼋王⼦駅周辺では

2016 年 6 ⽉、町⽥市周辺では 2019 年 6 ⽉時点で⽇中のピークを下回っている。この 10

年間の間に職場での飲み会の減少など徐々にライフスタイルが変化し、新型コロナウイル

スの蔓延によって追い討ちをかけられた形と⾔える。 
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2.2.3 休⽇の誘引⼒ 

町⽥駅周辺は⽴川駅周辺、⼋王⼦駅周辺と⽐較し、休⽇の誘引⼒（平⽇の流

動⼈⼝に対する休⽇の流動⼈⼝の増加割合）が上回っている 
 

図表 2-2-3(a) 平⽇の誘引⼒（2019 年 6 ⽉｜平⽇） 

 

図表 2-2-3(b) 休⽇の誘引⼒（2019 年 6 ⽉｜休⽇） 

 

図表 2-2-3(a)と図表 2-2-3(b)のグラフは、それぞれ 2019 年 6 ⽉の平⽇と休⽇におけ

る時間帯別の⼈の流れを表している。⽴川駅周辺、⼋王⼦駅周辺では平⽇と休⽇とで⼈の流

れに⼤差が⾒られないが、町⽥駅周辺は休⽇に⼤きく増加している。これはプライベートで

町⽥駅周辺に訪れる⼈が⽴川駅周辺や⼋王⼦駅周辺と⽐べて多いものと推測される。 
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2.3 最新情報の補完（V-RESAS） 
第 2.1節および第 2.2節では、⼈の流れ（流動⼈⼝）を⽉別および時間帯別に分析した。

第 2.1 節および第 2.2 節では RESAS のデータを使⽤したが、本調査時点で⼊⼿できたデ

ータは 2023 年 5 ⽉までのものである。 

この節では、RESAS よりも新しいデータ（但し 2020 年以降のデータに限定）を取得で

きる V-RESAS2を⽤い、最新の状況を補完することを⽬的としている。 

 

[ 解説︓V-RESAS とは ] 

RESAS同様、経済産業省と内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局が提供す

るシステムだが、新型コロナウイルス感染症が地域経済に与える影響を可視化することを

⽬的としたものである。その為、データは 2019 年（新型コロナウイルス感染症蔓延前）の

同週⽐という形で提供されている。 

第 2.3.1項で⽤いた⼈流のデータは、代表観測地点を指定し、その周辺の⼈流を 2019 年

の同じ週と⽐較している。値がマイナスの場合には新型コロナウイルス感染症蔓延前より

も⼈流が減少している割合を⽰し、値がプラスであれば⼈流が新型コロナウイルス感染症

蔓延前より増加したことを意味する。 

下図の例では 2020 年 5 ⽉に⼈流が激減し、しばらくマイナス状態が続き、2023 年 6 ⽉

からプラスに転じていることが分かる。 

 

 
2 V-RESAS︓経済産業省と内閣官房デジタル⽥園都市国家構想実現会議事務局が提供す

る、新型コロナウイルス感染症が地域経済に与える影響を可視化するシステム。 

https://v-resas.go.jp/
https://v-resas.go.jp/
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またグラフが「⻘︓市区町村内」「⻩︓都道府県内」「⾚︓都道府県外」の３つに分かれて

いる。これにより、代表観測地点に指定した場所を基準に住⺠の動きと他地域から流⼊する

⼈の動きを分けて捉えることができる。例えば「⻘︓市区町村内」がプラスに推移していな

がら、「⻩︓都道府県内」「⾚︓都道府県外」がマイナスで推移していた場合、遠⽅への移動

を控え地元で⽤を済ませている、と推測することができる。 

 

[ 第 2.3節の概要 ] 

第 2.3節では、⼈流（第 2.3.1項）、飲⾷店情報の閲覧数（第 2.3.2項）について分析を

⾏い、以下の結果を得た。 

・東京都全体の⼈流は 2023 年に⼊っても戻っていない 

・町⽥駅周辺の⼈流は 2023 年 6 ⽉頃から戻りつつある（特に 9 時〜14 時の時間帯） 

・東京都全体の飲⾷店情報の閲覧数は右下がりの状態が続いている 

 

2.3.1 ⼈流 

東京都全体の⼈流は 2023 年に⼊っても戻っていないが、町⽥駅周辺の⼈流

は 2023 年 6 ⽉頃から戻りつつある（特に 9 時〜14 時の時間帯） 
 

図表 2-3-1(a) ⼈流｜東京都全体 
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図表 2-3-1(b) ⼈流｜町⽥駅｜すべての時間帯 

 

図表 2-3-1(c) ⼈流｜町⽥駅｜9 時〜11 時 
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図表 2-3-1(d) ⼈流｜町⽥駅｜11 時〜14 時 

 

図表 2-3-1(e) ⼈流｜町⽥駅｜14 時〜18 時 
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図表 2-3-1(f) ⼈流｜町⽥駅｜18 時〜20 時 

 

東京都全体の⼈流は 2023 年に⼊っても戻っていないように⾒えるが、町⽥駅周辺の⼈

流は 2023 年 6 ⽉頃から 9 時〜14 時の時間帯にかけて戻りつつあることが確認できた。⼣

⽅から夜間にかけてはまだ戻りが弱いものの、徐々に回復を⾒せている。 

 

[ 注意︓データ取得エリアについて ]  

第 2.2節および第 2.3節で⽤いた RESAS（流動⼈⼝メッシュ）は、地図上で範囲を指定

できるため、エリアが特定できる。⼀⽅第 2.3節で⽤いた V-RESAS で指定する「代表観測

地点（町⽥駅など）」については、取得データエリアに関する記述が⾒当たらない。第 2.2

節および第 2.3 節で「町⽥駅周辺」と述べているものと第 2.3 節で「町⽥駅」と述べてい

るものは、対象のエリアが異なるということをご承知おき願いたい。 

  

⼣刻の⼈流は
戻りが鈍い 

夜間の⼈流
は戻りつつ
もまだ弱い 
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2.3.2 飲⾷店情報の閲覧数 

東京都全体の飲⾷店情報の閲覧数は右下がりの状態が続いている 
 

図表 2-3-2 飲⾷店情報の閲覧数｜東京都全体 

 

東京都全体の飲⾷店情報の閲覧数は右下がりの状態が続いている（市区町村に分かれた

データは含まれていないため、町⽥としてのデータは確認できていない）。ジャンルに関係

なく右下がりの状況が続いていることは、飲⾷店の経営にとって依然厳しい状況が続いて

いると考えられる。2020 年 2 ⽉から 2020 年 4 ⽉の期間に多くのジャンルでプラスとな

っているが、これは外出を避けるために弁当やテイクアウト、宅配などの取扱店を検索した

ものと考えられる。またファミレス・ファストフードが他のジャンルより⾼い割合を⽰して

いるのも同様に、外出規制の影響からドライブスルーやテイクアウトを利⽤する割合が多

いという可能性が考えられる。 
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3. 現業状況アンケート調査結果の分析 
昨今の円安・物価上昇並びに原油⾼の影響や⼈件費の上昇など市内事業者への影響につ

いてのアンケート調査を実施した。（アンケート内容の詳細は次⾴参照） 

・実施期間︓令和５年６⽉ 1⽇（⽊）〜令和５年 7 ⽉ 31⽇（⽉） 

・有効回答︓235 事業者 

  

本章ではアンケートの分析結果を報告する。 

【分析結果の要約】 

・1/3 を超える事業者が、新型コロナウイルス発⽣による悪影響が継続している。 

1/3 を超える事業者が、新型コロナウイルス発⽣による悪影響が収束している。 

・「卸⼩売業」と「製造業」においては、新型コロナウイルス発⽣による悪影響が継続して

いる事業者の割合が多い。 

・昨年度の売上や利益が前年度より減少した事業者が４割近くある。 

・「卸⼩売業」、「建設業」、「製造業」において、 

昨年度の売上と利益がともに前年度より減少した事業者の割合が５割近くある。 

・「当⾯の間は事業継続に問題はない」としている事業者が半数以上ある。 

・「飲⾷業」では全体の７割を超える事業者が、今後の経営状況の⾒込みについて、 

「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」または「将来に不安を抱いている」 

と回答している。 

・従業員数が５⼈以下の事業者では、 

４割以上の事業者で新型コロナウイルス感染症による悪影響が継続しており、 

「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」と「将来に不安を抱いている」 

としている事業者を合わせると５割を超えている 

・昨年度の売上が増加した原因は「既存の製品・サービスの販売量の増加」が最も多く 

利益が減少した原因は、「原材料価格の⾼騰」が最も多い． 

・昨年度の利益減少の原因を「原材料価格の⾼騰」としている事業者おいては、 

「将来に不安を抱いている」事業者が多い。 

・「新たな補助⾦・助成⾦による経営⽀援」を全体の 2/3 の事業者が期待している。 
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3.1 アンケート集計対象組織の業種と規模（問１,２） 
・業種別では、「卸⼩売業」、「建設業」、「製造業」が多い。 

・従業員数が「５⼈以下」の事業者が全体の５０％を超えており、 

 ほとんどの業種で「５⼈以下」の割合が最も多い。 

・令和３年調査結果と⽐較すると、「飲⾷業」の事業者の占める割合が少なく、 

 「５⼈以下」の事業者の占める割合も少ない。 
 

図表 3-1-1 業種別件数 

 

 
・業種別では、「卸⼩売業」、「建設業」、「製造業」、「不動産業」「飲⾷業」が多い。 

・令和３年のアンケートと⽐較して、「飲⾷業」が少ない。 

 （令和３年では、業種別では「飲⾷業」が最も多かった） 
  

業種 件数

卸小売業 50
建設業 38
製造業 25
不動産業 19
飲食業 15
サービス業 14
理美容業 14
医療・福祉業 10
IT関連業 7
金融・保険業 6
教育 5
その他 32
総計 235
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図表 3-1-2 従業員別件数 

 

 

 

 

・従業員数では、「５⼈以下」が半数以上と多く、２０⼈以下が８０％である。 

・ただし、令和３年のアンケートと⽐較して、「５⼈以下」の割合が少ない。 

 （令和３年では、「５⼈以下」が全体の３／４を占めていた） 

  

従業員数 件数
5人以下 127
6～20人 59
21～50人 27
51～100人 7
101～300人 11
301人以上 4
総計 235
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図表 3-1-3 業種別の従業員数 

 
 
・ほとんどの業種で、従業員数が「５⼈以下」の事業者が最も多い。 

・「理美容業」、「サービス業」、「飲⾷業」、「教育」は、「５⼈以下」が６割を超えている。 

・これらの傾向は令和３年のアンケートと同様である。 
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3.2 新型コロナウイルス発⽣による企業活動への影響（問 3） 
・新型コロナウイルスによる企業活動への影響について、 

1/3 を超える事業者では悪影響が継続しており、 

1/3 を超える事業者では悪影響が収束している。 

・業種別では「卸⼩売業」と「製造業」が、新型コロナウイルスによる悪影響が

継続している事業者の割合が多い。 

・従業員数が少ない事業者ほど新型コロナウイルスによる悪影響が継続してい

る割合が多く、「５⼈以下」の事業者の４割以上で悪影響が継続している。 
図表 3-2-1 新型コロナウイルス発⽣による企業活動への影響 

 
・新型コロナウイルス発⽣による「悪影響が継続している」事業者が 1/3 を超えている。 

・新型コロナウイルス発⽣による「悪影響が収束した」事業者が 1/3 を超えている。 

・新型コロナウイルス発⽣による「悪影響は無い」事業者は 1/4 を占めている。 

・この結果は、他のアンケート（東京商⼯リサーチ）と⽐べてもほぼ同様な結果である。 

(参考) 

影響が継続している 36.46%

影響が出たがすでに収束した 40.16%

現時点で影響は出ていないが今後影響が出る可能性がある 6.51%

影響はない 16.88%

新型コロナウィルスの発生による企業活動への影響

出典：第２８回「新型コロナウィルスに関するアンケート」調査 2023年6月21日

https://lp.tsr-net.co.jp/rs/483-BVX-552/im ages/20230621_TSRsurvey_C oronaVirus.pdf

東京商工リサーチ

https://go.tsr-net.co.jp/rs/860-GOE-537/images/20230621_TSRsurvey_CoronaVirus.pdf 

https://go.tsr-net.co.jp/rs/860-GOE-537/images/20230621_TSRsurvey_CoronaVirus.pdf
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図表 3-2-2 業種別/従業員数別の新型コロナウイルス感染症の経営への影響 

 

 

 

・業種別では、「卸⼩売業」と「製造業」が、新型コロナウイルス発⽣による悪影響が継続

している事業者の割合が多い。 

・従業員数が少ない事業者ほど、新型コロナウイルス発⽣による悪影響が継続している事業

者の割合が多く、従業員数が５⼈以下の事業者の４割以上で悪影響が継続している。 
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3.3 昨年度の業績（問４,５） 
・昨年度の売上や利益が前年度より減少した事業者が４割近くある。 

・業種別では、「卸⼩売業」、「建設業」、「製造業」では、 

昨年度の売上、利益ともに前年度より減少した事業者の割合が５割近くある。 

・従業員数が「２０⼈以下」の事業者では、昨年度の売上が前年度より減少した

事業者が４割以上あり、利益が前年度より減少した事業者が５割近くある。 

・売上が増加した原因は「既存の製品・サービスの販売量の増加」が最も多く、

利益が減少した原因は、「原材料価格の⾼騰」が最も多い． 
 

図表 3-3-1 昨年度の業績 

 
・昨年度の売上が前年度より増加した事業者が３割近くある⼀⽅で、 

 昨年度の売上が前年度より減少した事業者が４割近くある。 

・昨年度の利益が前年度より増加した事業者が２割以上ある⼀⽅で、 

 昨年度の利益が前年度より減少した事業者は４割を超えている。 
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図表 3-3-2 昨年度の業績（売上×利益） 

 

 
 

 
・昨年度の売上と利益が共に前年度より減少した事業者が約 1/3 を超えている。 

・昨年度の売上と利益が共に前年度より増加した事業者が２割以上ある。 

・昨年度の売上が増加した事業者の中で、利益が減少した事業者は１割を超えている。 
 
 
  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

減少

前年度並み

増加

売
上

昨年度の業績（売上×利益）

利益減少 利益前年度並み 利益増加

減少 前年度並み 増加 総計

減少 83 9 0 92
前年度並み 13 55 6 74
増加 8 10 47 65
総計 104 74 53 231

売上

利益
昨年度&業績

減少 前年度並み 増加 総計

減少 35.9% 3.9% 0.0% 39.8%
前年度並み 5.6% 23.8% 2.6% 32.0%
増加 3.5% 4.3% 20.3% 28.1%
総計 45.0% 32.0% 22.9% 100.0%

売上

昨年度&業績
利益
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図表 3-3-3 業種別の昨年度の業績 

 

 
・業種別では、「卸⼩売業」、「建設業」、「製造業」が、昨年度の売上、利益ともに、 

前年度より減少した事業者の割合が５割近くある。 

・「飲⾷業」は昨年度の売上が前年度より減少した事業者は３割以下であるが、 

昨年度の利益が前年度より減少した事業者が４割を超えている。 
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図表 3-3-4 従業員数別の昨年度の業績 

 
 

 
 
・従業員数が「２０⼈以下」の事業者では、 

昨年度の売上が前年度より減少した事業者が４割以上あり、 

利益が前年度より減少した事業者が５割近くある。 

・従業員数が多い事業者では、昨年度の売上や利益が前年度より増加した割合が多い。 
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図表 3-3-5「昨年度の売上が増加」となった原因（問 4-1） 
売上増加の原因 件数 

既存の製品・サービスの販売量増加 46 

新しい製品・サービスの販売開始 15 

販売単価の引き上げ 17 

事業拠点の増加 7 

 
図表 3-3-6「昨年度の利益が減少」となった原因（問 5-1） 

利益が減少した原因 件数 

原材料価格の⾼騰 56 

原油(ガソリン等)、電気・ガス価格の⾼騰 43 

⼈件費の引き上げ 33 

同業他社との価格競争 30 

設備や事業への先⾏投資 19 

円安の進⾏ 16 

新型コロナの影響 5 

 
・昨年度の売上が増加した原因としては、 

「既存の製品・サービスの販売量の増加」が最も多く、 

次いで、「販売単価の引き上げ」「新しい製品・サービスの販売開始」と続いて多い。 

・昨年度の利益が減少した原因としては、「原材料価格の⾼騰」が最も多く、 

「原油(ガソリン等)、電気・ガス価格の⾼騰」「⼈件費の引き上げ」と続いて多い。 

・昨年度の利益が減少した原因として、 

「新型コロナの影響」を挙げている事業者は少ないものもいる。 

なお、この事業者は、売上は前年度に⽐べて減少あるいは前年度並みと答えている。 
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3.4 今後の経営状況の⾒込み（問 6） 
・「当⾯の間は事業継続に問題はない」としている事業者が半数以上ある。 

・「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」としている事業者は１割以下であ

るが、「将来に不安を抱いている」事業者は４割近くある。 

・「飲⾷業」では、「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」と「将来に不安を

抱いている」事業者を合わせると７割を超えている。 

・従業員数が「５⼈以下」の事業者では、「現状が続けば廃業を検討せざるを得

ない」と「将来に不安を抱いている」事業者を合わせると５割を超えている。 

・従業員数が５０⼈を超える事業者の８割近くが「当⾯の間は事業継続に問題は

ない」としている。 

・昨年度の利益減少の原因を「原材料価格の⾼騰」としている事業者おいては、 

「将来に不安を抱いている」事業者が多い。 
 

図表 3-4-1 今後の経営状況の⾒込み 

 
・「当⾯の間は事業継続に問題はない」としている事業者が半数以上ある。 

・「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」としている事業者は１割以下であるが、 

「将来に不安を抱いている」としている事業者は４割近くある。 
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図表 3-4-2 業種別/従業員数別の今後の経営状況の⾒込み 

 
・「飲⾷業」では、「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」と「将来に不安を抱いてい

る」事業者を合わせると７割を超えている。 

・従業員数が「５⼈以下」の事業者では、「現状が続けば廃業を検討せざるを得ない」と

「将来に不安を抱いている」事業者と合わせると５割を超えている。 

・従業員数が５０⼈を超える事業者の８割近くが、「当⾯の間は事業継続に問題はない」

としている。 
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図表 3-4-3 新型コロナウイルス感染症の影響と今後の経営状況の⾒込み 

 
 
・「新型コロナウイルスによる悪影響が継続している」事業者の 7割が、「現状が続けば廃

業を継続せざるを得ない」あるいは「将来に不安を抱いている」としている。 

・「新型コロナウイルスによる悪影響がすでに収束した」事業者においても、 

「将来に不安を抱いている」事業者が４割近くある。 

・「新型コロナウイルスによる悪影響はない」事業者においても、 

「将来に不安を抱いている」事業者が 2割近くある。 
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図表 3-4-4 昨年度の利益減少の原因と今後の経営状況の⾒込み 

 

 
・「現状が続けば廃業の検討をせざるを得ない」としている事業者においては、 

昨年度の利益減少原因は、「原油・電気・ガス価格の⾼騰」が最も多く、 

「原材料価格の⾼騰」、「⼈件費の引き上げ」が続いて多い。 

・「将来に不安を抱いている」としている事業者においては、 

昨年度の利益減少原因は、「原材料の⾼騰」が最も多く、「同業他社との価格競争」、 

「原油・電気・ガス価格の⾼騰」、「⼈件費の引き上げ」が続いている。 

・昨年度の利益減少原因を「新型コロナの影響」としている事業者の中では、 

「当⾯の間は事業継続に問題はない」としている事業者はいない。 
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3.5 国や都、市や当所に対して期待する⽀援策（問７） 
・「新たな補助⾦・助成⾦による経営⽀援」を期待している事業者が多く、 

 事業者全体の 2/3 が期待している。 

・その他の⽀援策としては、「販路開拓⽀援」「IT化やデジタル化に必要な⽀援」

「新商品やサービスの開発⽀援」の順番で期待する事業者数が多い。 
 

図表 3-5-1 期待する⽀援策 

期待する支援策 
期待している事業者 

延件数 割合 

販路開拓支援 50 21.3% 
新商品やサービスの開発支援 31 13.2% 
新たな補助金・助成金による経営支援 154 65.5% 
IT 化やデジタル化に必要な支援 41 17.4% 
減税/税控除の見直し 8 3.4% 

 
・「新たな補助⾦・助成⾦による経営⽀援」を期待している事業者が全体の２/３を占めて

おり最も多い。 

・次いで下記の⽀援を期待する事業者が多い。 

「販路開拓⽀援」、「IT 化やデジタル化に必要な⽀援」、「新商品やサービスの開発⽀援」 
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3.6 ⽀援に対する要望やご意⾒（問８） 
⽀援に対する要望やご意⾒として寄せられた内容は下記の通りである。 

 

  

【補助⾦】
両者へ共に要望事項 ⼿間をかけないで、迅速に⽀給される補助⾦制度の確⽴
東京都の[もっと東京]、[ただいま東京]等、申請してから３ヶ⽉以上後に⽀給されるのでは、対応が遅く
⼜、東京都への申請窓⼝は、メールのみしか受け付けて頂けないので、
業務が円滑に進みませんでしたので、電話での受け付けも可能として頂きたくお願い致します。

補助⾦のハードルが⾼い。

補助⾦（IT）などの⾃由度が⼩さすぎる。
定められたベンダーの製品から選ばないといけないなんて理解が出来ない。
ニーズは多様であるはずで、前もってすべてを想定できないでしょう。

中⼩企業は弱い⽴場です。エネルギー費や⼈件費など⼤⼿は対応してくれません。
基本となるエネルギー費の助成を⼤幅に考慮して欲しい。
また、⾦融緩和も助けが必要と感じています。

新規開拓したが、創業助成⾦の枠の狭さの改善と⽀援の拡充をお願いしたいです。
また、雇⽤調整助成⾦の継続をあと２年切実にお願いしたいです。

コロナで市場が動かない年が３年。
⽀援の借⼊等があり利⼦を５年据え置きで、２年の間で復活できるとは限らない。
５年据え置きの⾒直しを検討してほしい。
今のままでは苦しい状況が⻑引いて最悪な事態を考えざる得ない。
⼈⼿不⾜でも⼈件費も上げられないから応募もこない。悪循環である。

教育環境整備に対して、助成⾦の継続（東京都、及び国）

⼈材系の補助⾦。電気・⽔道・光熱費の補助⾦、助成⾦
インボイス制度は複雑すぎて理解が難しい。もっとわかりやすい制度にしてほしい。
インボイスや電⼦化の必要性、⼈員不⾜の対応策。

【専⾨家⽀援】
年１度の訪問を希望する。

専⾨家相談の利⽤上限が設けられているようなので、緩和してほしい。
年度⼀回ではなくて、過去の利⽤が０回なら、今年度は３回以上はできるなど。
町⽥に詳しく、ニーズあった専⾨家派遣
地域や現場の声を聞き、話しやすい環境をお願いしたいと思います。
現場の状況、意⾒のすくいあげを

どの業態も⾟いと思います。
業態分けていろいろと相談できたらありがたいです
書類（紙）の対応を無くす努⼒をお願いします。
事業者への積極的な⽀援に感謝してます。
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【講習会】
⼟曜⽇の講習、夜の講座など平⽇働いているものが参加しやすい相談、企画や相談⽇を設定してほしい。
（⽉⼀回は⼟曜⽇に対応するなど）
キャンパでの販促グッズ作成、講座をお願いしたい。
将来に向け有意義な講習会だった。

【情報発信】
有益な情報の発信と学べる環境の拡充
もっと補助⾦等の情報を⾒つけやすく発信していただきたい。
いつも情報を届けていただき助かります。

【デジタル化対応】
デジタル化を義務づけるなら、それらに関わる諸経費は補助すべきである。
国＆⾃治体がすべての経費を補助すべきであろう。
IT関係の教育に対し⼒を⼊れてほしい。
DX推進についてのご⽀援（会員様の）
パソコンがよくわからない。

【町づくり】
町⽥駅周辺と⾃然との調和の取れた店舗の設⽴。またつくし野駅周辺も同様です。
⽼若男⼥が集えるお店づくりを考えて頂きたいです。
道路はスピードを出せる⾞道でなく⾃然にゆったりと⾛れる⾞道にしたら住み易い街になると思います。
中⼼市街地周辺での⼤型バスの駐⾞場など整備。
町⽥市の⼈⼝が減らないよう、早期にモノレールの開通を望む。

街の治安、秩序。呼び込みやキャッチが印象を悪くしている。
家族や⼤⼈、⼥性などが街を敬遠してしまい海⽼名などに流れている

ヨーロッパの先進的な町づくりを学んでほしい。
⽇本の、アジアのビッグクラブになるFC町⽥ゼルビアに相応しいホームスタジアムを町⽥駅前に作ってほし
い。
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4. 新型コロナウイルス発⽣前後での業種構造変化の分析 
本章では、経済センサスのデータを使って、新型コロナウイルス発⽣前後での町⽥市での

業種構造変化について分析した結果を報告する。 

 

使⽤データ︓ 

  令和 3 年経済センサス-活動調査 

   https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/index.html 

  平成 28 年経済センサス-活動調査 

   https://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/index.html 

  平成 24 年経済センサス-活動調査  

   https://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.html 

 

【分析結果の要約】 

・事業所数全体は、2012 年→2016 年は増加し、2016 年→2021 年は減少しているが、 

従業員数全体は、2012 年→2016 年→2021 年で継続して増加している。 

・2012 年→2016 年と 2016 年→2021 年の増減パターンは業種によって異なる。 

・新型コロナウイルス発⽣前後（2016 年→2021 年）で減少した業種︓ 

「飲⾷店」「織物・⾐類・⾝の回り品⼩売業」「洗濯・理容・美容・浴場業」 

・新型コロナウイルス発⽣前後（2016 年→2021 年）で増加した業種︓ 

「社会保険・社会福祉・介護事業」「不動産賃貸業・管理業」 

・中⼼市街地の町⽥市全体に占める事業所のシェアは、新型コロナウイルス発⽣前後で減少

している。 

・新型コロナウイルス発⽣前後での変化を近隣地域と⽐較すると、 

「宿泊業、飲⾷サービス業」の事業所数の減少率が、町⽥市は近隣地域と⽐較して⾼く、

「⼩売業」関連のデータでは近隣地域と同様な傾向である。 

・2021 年の調査では、町⽥市の「廃業事業所数」の⽐率が、近隣地域と⽐較して⾼い。 

 

  

https://www.stat.go.jp/data/e-census/2021/index.html
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2016/index.html
https://www.stat.go.jp/data/e-census/2012/index.html
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4.1 業種別事業所数と従業員数の変化 
・事業所数全体は、2012 年→2016 年は増加し、2016 年→2021 年は減少し、 

 従業員数全体は、2012 年→2016 年→2021 年で継続して増加している。 

・2012 年→2016 年と 2016 年→2021 年の増減パターンは業種によって異なる。 

・事業所数が 2012 年→2016 年は増加したが、2016 年→2021 年は減少の業種︓ 

 「宿泊業、飲⾷サービス業」「⽣活関連サービス業、娯楽業」 

・事業所数が 2012 年→2016 年→2021 年で継続して減少している業種︓ 

 「卸売業、⼩売業」 

・事業所数が 2012 年→2016 年→2021 年で継続して増加している業種︓ 

 「医療、福祉」 

・事業所数が 2012 年→2016 年は減少したが、2016 年→2021 年は増加の業種︓ 

 「建設業」「不動産業、物品賃貸業」 

・新型コロナウイルス発⽣前後（2016 年→2021 年）で減少した業種︓ 

 「飲⾷店」「織物・⾐類・⾝の回り品⼩売業」「洗濯・理容・美容・浴場業」 

・新型コロナウイルス発⽣前後（2016 年→2021 年）で増加した業種︓ 

 「社会保険・社会福祉・介護事業」「不動産賃貸業・管理業」 
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図表 4-1-1 町⽥市の業種別（⼤分類）事業所数と従業員数の推移 

 
 
・事業所数全体は、2012 年→2016 年は増加していたが、2016 年→2021 年は減少している。 

・従業員数全体は、2012 年→2016 年→2021 年と継続して増加している。 

・2012 年→2016 年と 2016 年→2021 年の増減パターンは業種別に異なる。 

・事業所数が、2012 年→2016 年→2021 年で継続して減少している業種︓ 

 「卸売業、⼩売業」（従業員数は 2012 年→2016 年は増加し 2016 年→2021 年は減少） 

・事業所数が、2012 年→2016 年は増加していたが、2016 年→2021 年は減少している業種︓ 

 「宿泊業、飲⾷サービス業」（従業員数も同様な傾向） 

 「⽣活関連サービス業、娯楽業」（従業員数も同様な傾向） 

・事業所数が、2012 年→2016 年→2021 年に継続して増加している業種︓ 

 「医療、福祉」（従業員数も同様な傾向） 

・事業所数が、2012 年→2016 年は減少していたが、2016 年→2021 年は増加している業種︓ 

 「建設業」「不動産業、物品賃貸業」（従業員数も同様な傾向） 

  

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
&'農業*林業 !, !- .. #,/ #0- !##
1'漁業 " " " " " "
3'鉱業*採石業*砂利採取業 # " " ! " "
:'建設業 #=#0, #=##/ #=#!> ,=>#> %=/!0 ,=.""
?'製造業 /0. />! /#0 -=,.- ,=-%% -="//
B'電気EFGE熱供給E水道業 / . > #0! !#/ #%
M'情報通信業 #0> !"> !/, !=."/ !=!"/ !=","
R'運輸業*郵便業 #%- #>> #%, /=-/. >=!0% >=-">
W'卸売業*小売業 .=">, !=00" !=,!- !0=,>% !0=-!% !-=-#,
['金融業*保険業 !", !"/ !"! .=..0 .=%!% .=0,!
`'不動産業*物品賃貸業 0-. 0!- #=">, >=,// >=.". >=,/!
h'学術研究*専門E技術pqrG業 %># %0! ,/> .="!/ .=>%# .=>,"
s'宿泊業*飲食pqrG業 #=>"" #=>/% #=!.# #,=#"/ #,=0.% #>=/%/
x'生活関連pqrG業*娯楽業 #=#%/ #=#%, #=">% %=0/" ,=%%> %=-%/
�'教育*学習支援業 %"! %/% %"/ #"=#/" 0=0," #"=#/%
�'医療*福祉 #=",0 #=... #=/## #0=#!! !>="!! !,=.!,
�'複合pqrG事業 .% /. /! .,0 ->- ,%"
�'pqrG業�他�分類������� %!# %"" %!! -=#%" -=./0 0=>0/

全体 ##=0-> #!=#"% ##=%0/ #!,=/,% #./=.!. #.>=,"!

事業所数 従業員数
業種
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図表 4-1-2 町⽥市の新型コロナウイルス発⽣前後での業種別事業所数と従業員数の変化 

 
・全体の事業所数は減少しているが、従業員数は増加している。 

・事業所数と従業員数が共に減少している業種︓ 

「宿泊業、飲⾷サービス業」 

→「飲⾷店」が⼤きく減少して 2012 年を下回っている。 

「卸売業、⼩売業」 

→「織物・⾐類・⾝の回り品⼩売業」が⼤きく減少して 2012 年を下回っている。 

「⽣活関連サービス業、娯楽業」 

→「洗濯・理容・美容・浴場業」が⼤きく減少して 2012 年を下回っている。 

・事業所数と従業員数が共に増加している業種︓ 

「医療、福祉」→「社会保険・社会福祉・介護事業」の増加が⼤きい。 

「建設業」→従業員数の増加が⼤きい。 

「不動産業、物品賃貸業」 

→「不動産賃貸業・管理業」が⼤きく増加して 2012 年を上回っている。 
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図表 4-1-3 町⽥市の業種別（中分類）事業所数と従業員数の推移 

（a）「宿泊業，飲⾷サービス業」 

（b）「⼩売業」 

（c）「⽣活関連サービス業，娯楽業」 

（d）「医療，福祉」 

（e）「建設業」 

（f）「不動産業，物品賃貸業」 

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
%&'不動産取引業 !.# !/0 !/# #1!0# #1!22 #1!2#
%3'不動産賃貸業6管理業 %0& %/% 2%% !130& /1"!% /10&2
2"'物品賃貸業 20 .2 .& #1/0" 33/ 32.

総計 32/ 3!2 #1".. .1.!3 .1!3% .12//

業種>中分類B
事業所数 従業員数

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
"%&総合工事業 ,,# ,-% ,,. -/#0. -/",! -/!!%
"1&職別工事業4設備工事業7除9: ,"1 -;% -;" !/"%- #/10# !/,-!
";&設備工事業 --- !.! !.% !/"!- #/%-% #/%,!

総計 #/#;# #/##, #/#!0 1/!,0 %/,!. 1/-""

業種4中分類:
事業所数 従業員数

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
&'(医療業 ,'- &"! ,.! ./"'& ##/%'" ##/&&"
&-(保健衛生 % , & -, !4 -'
&4(社会保険8社会福祉8介護事業 ''& 4!- %## #"/"!& #'/'%, #4/-"-

総計 #/",& #/''' #/-## #./##' !4/"!! !,/'!,

業種A中分類E
事業所数 従業員数

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
&'(洗濯+理容+美容+浴場業 '2% '3' &43 35"'6 35"32 452%#
&6(78他8生活関連>?@A業 #%" #&6 #'# #5"%# #5"'# 6"%
'"(娯楽業 #3! #3" #3# #5&&% !5246 !546&

総計 #5#2' #5#%& #5"2% %56!% &5%%2 %5'%3

業種G中分類K
事業所数 従業員数

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
&%'各種商品小売業 / % & #0#1# 1"2 3#%
&/'織物6衣服6身:回<品小売業 &!# 3%2 3"/ =0#&/ =0"%! !0/=#
&1'飲食料品小売業 %!3 %=3 &&3 20&&2 #"0&1! 20222
&2'機械器具小売業 =## ==" ="2 !03/= !02=1 =0#==
%"'E:他:小売業 2&" 2"1 1!% 10!=3 /0&!! /02&#
%#'無店舗小売業 /3 23 ##1 %&/ 1#! /2=

総計 !031/ !033# !0!#2 !&0!%# !&0/!& !&0"!=

業種L中分類P
事業所数 従業員数

!"#!年 !"#%年 !"!#年 !"#!年 !"#%年 !"!#年
&'(宿泊業 ,- !. !% '%% -'. '#,
&%(飲食店 #2,%" #2,&3 #2"3- #'2"3& #'2&-% #,2-!#
&&(持5帰78配達飲食;<=>業 #"' #,. #!# #2--3 #2&,# #2',"

総計 #2-.. #2'-% #2!,# #&2#"# #&2.,% #'2-%-

業種B中分類F
事業所数 従業員数
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4.2 中⼼市街地シェアの変化 
・中⼼市街地では新型コロナウイルス発⽣前後で事業所数が減少しており、 

 特に、「卸売業、⼩売業」と「宿泊業、飲⾷サービス業」の減少率が⼤きい。 

・全産業事業所数における町⽥市全体に占める中⼼市街地シェアは、 

  2012 年→2016 年は増加したが、2016 年→2021 年は減少している。 

・「卸売業、⼩売業」事業所数の中⼼市街地シェアは、 

 2012 年→2016 年→2021 年で継続して減少している。 

・「宿泊業、飲⾷サービス業」事業所数の中⼼市街地シェアは、 

 2012 年→2016 年は増加したが、2016 年→2021 年は減少している。 

・中⼼市街地の中のほぼ全域で事業所数が減少しているが、特に、 

「原町⽥４丁⽬」「原町⽥６丁⽬」「森野１丁⽬」「中町１丁⽬」の減少数が多い。 

・中⼼市街地での「卸売業、⼩売業」の事業所数は、ほとんどの地域で、 

 2012 年→2016 年→2021 年と継続して減少している。 

・中⼼市街地での「宿泊業、飲⾷サービス業」の事業所数は、 

 2012 年→2016 年は増加したが、2016 年→2021 年は減少した地域が多い。 
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図表 4-2-1 中⼼市街地シェアの推移 

 

 
  



52／55 
 

図表 4-2-2 中⼼市街地での事業所数と従業員数の推移 

 

2012年 2016年 2021年 増減数 増減率

原町田１丁目 108 119 109 -10 -8%

原町田２丁目 134 148 122 -26 -18%

原町田３丁目 133 124 103 -21 -17%

原町田４丁目 445 475 405 -70 -15%

原町田５丁目 124 110 101 -9 -8%

原町田６丁目 1,136 1,133 1,000 -133 -12%

森野１丁目 512 565 523 -42 -7%

森野２丁目 128 128 155 27 21%

中町１丁目 419 521 443 -78 -15%

中町２丁目 123 118 111 -7 -6%

総計 3,262 3,441 3,072 -369 -11%

中心市街地
2016年→2021年の増減全産業事業所数

2012年 2016年 2021年 増減数 増減率

原町田１丁目 30 32 28 -4 -13%

原町田２丁目 30 27 21 -6 -22%

原町田３丁目 29 25 14 -11 -44%

原町田４丁目 124 116 100 -16 -14%

原町田５丁目 29 23 17 -6 -26%

原町田６丁目 525 481 417 -64 -13%

森野１丁目 103 102 83 -19 -19%

森野２丁目 24 25 26 1 4%

中町１丁目 81 89 65 -24 -27%

中町２丁目 26 22 22 0 0%

総計 1,001 942 793 -149 -16%

卸売業,小売業事業所数 2016年→2021年の増減
中心市街地

2012年 2016年 2021年 増減数 増減率

原町田１丁目 9 7 8 1 14%

原町田２丁目 11 13 5 -8 -62%

原町田３丁目 27 21 21 0 0%

原町田４丁目 137 157 116 -41 -26%

原町田５丁目 7 4 4 0 0%

原町田６丁目 277 288 224 -64 -22%

森野１丁目 87 98 73 -25 -26%

森野２丁目 13 12 8 -4 -33%

中町１丁目 64 87 58 -29 -33%

中町２丁目 12 11 11 0 0%

総計 644 698 528 -170 -24%

宿泊業、飲食サービス業事業所数 2016年→2021年の増減
中心市街地
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4.3 近隣地域との⽐較 
・「宿泊業、飲⾷サービス業」事業所数の新型コロナウイルス発⽣前後での 

 減少率が町⽥市は近隣地域と⽐較して⾼い。 

・⼩売業関連では、新型コロナウイルス発⽣前後で、町⽥市は近隣地域と同様な

傾向であり、特に悪くなっているデータはない。 

・2021 年の町⽥市の「廃業事業所数」の⽐率が、近隣地域と⽐較して⾼い。 
 

図表 4-3-1 新型コロナウイルス発⽣前後での事業所数推移の近隣地域との⽐較 

（2016 年→2021 年の増減率） 

  
 

  
 
・特別区域と⽴川市を除いて、「全産業」の事業所数は減少している。 

・「卸売業、⼩売業」「宿泊業、飲⾷サービス業」「⽣活関連サービス業、娯楽業」では、 

いずれの地域でも事業所数が減少している。 

・町⽥市は近隣地域と⽐較して、「宿泊業、飲⾷サービス業」の事業所数の減少率が⾼い。 

・⽴川市は、特別区部を除く他の地域と⽐較して、事業所数の減少率が低い。 
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図表 4-3-2⼩売業の新型コロナウイルス発⽣前後での推移の近隣地域との⽐較 

（2016 年→2021 年の増減率） 

  
 

  
 
・新型コロナウイルス発⽣前後での町⽥市の⼩売業関連のデータは近隣地域とほぼ同様な

傾向であり、特に悪くなっているデータはない。 

・⼩売業事業所数は、⽴川市を除いて減少している。 

・⼩売業事業者数は、横ばいか増加している地域が多い。 

・⼩売業年間販売額は、東京都特別区を除いて減少している。 

・⼩売業売場⾯積は、横ばいの地域が多い。 

・⽴川市は、他地域と⽐較して、増加している⼩売業関連データが多い。 
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図表 4-3-3（存続/新設/廃業）事業所数⽐率の近隣地域との⽐較 

 
【共通的な傾向】 

・「廃棄事業所数」の⽐率が、2012 年→2016 年は減少し、2016 年→2021 年は⼤幅増加。 

・「新設事業所数」の⽐率が、2012 年→2016 年→2021 年と増加傾向が継続しており、 

特に、2016 年→2021 年は⼤幅に増加。 

【町⽥市の特徴】 

・「廃業事業所数」の⽐率が、2012 年、2016 年では近隣地域と同程度であったが、 

2021 年は近隣地域より⾼い。 


